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平成２１年度学校基本調査速報
専修学校在籍者は６２４,７９４人

　文部科学省より平成２１年５月１日現在の学校基本調査速

報が公表された。今回の調査で専修学校は、学校数は前年

度に比べ５１校減少し３,３５０校、また在籍者数は前年度に比

べ３万３千人減少し６２４,７９４人であることがわかった。

　また、今春の高等学校卒業者１,０６３,３２７人に占める専修学

校専門課程入学者の割合は、昨年度に比べ０.６ポイント低

下して１４.７％と減少し、過年度高卒者等を含む進学率も０.２

ポイント低下して２０.４％となった。なお、今春の高卒者の

うち大学（学部）への進学率は１.３ポイント上昇して過去

最高の４７.２％（５０２,４２２人）、また就職者の割合は０.８ポイン

ト低下して１８.２％（１９３,３９２人）となった。

　専修学校、各種学校についての主な速報値は次のとおり。

【専修学校】

学校数　全体では３,３５０校（前年度比５１校減）となった。

　都道府県別の学校数は、東京都４４９校、大阪府２３９校、北

海道と愛知県がそれぞれ１８３校、福岡県１７８校の順で多い。

　課程別では、専門課程を置く学校は３７校減少して２,９３１

校、高等課程を置く学校は８校減少して４９５校、一般課程

を置く学校は前年度と同数の１９８校（課程併設校あり）。

学生・生徒数　全体では６２４,７９４人となり、前年度比３２,７０８

人（５.０％）の減少。平成１７年度から５年連続の減少とな

った。

　課程別では、専門課程は３０,２０７人（５.２％）減少して

５５２,６５７人、高等課程は１,２０６人（３.１％）減少して３７,５２５人、

一般課程は１,２９５人（３.６％）減少して３４,６１２人。

　分野別では、医療２０６,１２７人、文化・教養１４０,４８１人、工業

８０,７１８人、衛生７３,１１３人、商業実務６１,８９９人、教育・社会福

祉３５,５１１人、服飾・家政２３,２０２人、農業３,７４３人。

　全体の学科別で増加が目立つのは、文化・教養その他

１,５４２人、商業５３１人、農業２４５人、法律行政２２０人、料理

１８２人など。減少傾向が見られたのは、美容３,９３５人、情報

処理２,２９１人、和洋裁２,２２９人、自動車整備２,０１８人、医療そ

の他１,９８１人、教育・社会福祉その他１,９４３人など。

　修業年限別でみると、専門課程の２年以上３年未満で

２４,９０２人（７.９％）減の２９１,３２５人、３年以上４年未満で

５,０９０人（２.７％）減の１８２,４３６人となったのに対し、１年以

上２年未満で６３１人（１７.５％）増の４,２３０人、４年以上で６２６

人（１.３％）増の４８,８５２人となった。

入学者数　全体で２９７,７４２人となり、前年度比で８,４８３人

（２.８％）減少した。
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　専門課程では入学者のうち新規高卒者数は前年度比

１０,１４９人（５.８％）減少して１６５,０１２人となった。高卒者の

専門課程への進学率は前年度よりも０.６ポイント低下して

１４.７％となった。なお、今春の新規高卒者は１,０６３,３２７人で

前年度より２４,８４３人（２.３％）減少している。

　専門課程入学者のうち大学等の卒業者数は、前年度より

７０３人増加の２０,５５８人となった。内訳は大学卒業者１５,７８７人、

短大卒業者４,４７８人、高等専門学校卒業者２９３人。入学者全

体に占める割合は前年度よりも０.５ポイント上昇して８.３％

となった。

　また、新規中学校卒業者の高等課程進学者は７,５４６人と

なり、前年度より１２６人（１.６％）減少している。

卒業者数　全体では２９２,８０３人となり、前年度より１７,６４０人

（５.７％）減少している。制度施行１１年目となる専門課程

卒業者の大学への編入学者数は２,５１０人で前年度に比べて

１２７人（４.８％）減少した。

教員数　本務教員数は４０,９１６人で６８６人（１.６％）の減少。

本務教員１人に対する学生・生徒数は前年度１５.８人から今

年度１５.３人になった。また、兼務教員数は１０７,４７２人で

２,６６４人減少した。

【各種学校】

学校数　全体で１,５１８校となり、前年度比６７校（４.２％）減

少した。都道府県別の学校数は、東京都１７３校、愛知県１０６

校、兵庫県９０校、三重県７１校の順で多く、茨城県と新潟県

でそれぞれ１校増加したが、三重県で８校、長野県で６校、

東京都と静岡県でそれぞれ５校など、計３０都道府県で減少

した。

生徒数　全体で１３５,９８５人となり、前年度比で１,２８４人

（０.９％）減少した。

　都道府県別にみると、東京都２９,３８８人、愛知県１３,４１８人、

大阪府９,８５２人、兵庫県９,４２４人の順で多い。増減数につい

ては、鳥取県９７８人、和歌山県２２５人、広島県１１４人など１６

県で増加したが、三重県５９９人、東京都２９６人、石川県２２０

人など３１都道府県で減少した。

　分野別では、その他分野（予備校・自動車操縦等）は２０５

人（０.２％）減少して８３,８４０人、文化・教養は８７人（０.４％）

増加して２２,１６１人、商業実務は４４７人（３.２％）減少して

１３,６５６人、医療は２６３人（２.６％）減少して１０,０３７人、家政

は４２３人（８.６％）減少して４,５１５人、衛生は４８人（７.６％）

減少して５８１人、教育・社会福祉は３人（０.６％）減少して

５０３人、農業は３８人（１１.２％）増加して３７６人、工業は２０人

（６.０％）減少して３１６人となった。

　前号（１４１号）までに報じた中央教育審議会キャリア教

育・職業教育特別部会は、その後、次のとおり開催された。

　【第１１回（６月２９日）】作業部会審議の補足説明、審議経

過報告（案）の自由討議。

　【第１２回（７月１５日）】審議経過報告（案）の自由討議。

　審議経過報告は第１２回で出された意見等を踏まえて取り

まとめがなされ、７月３０日開催の中央教育審議会第７０回総

会にて報告、自由討議が行われた。次回の特別部会は９月

２９日に予定され、今後、関係団体等ヒアリングを実施しつ

つ、引き続き個別の項目を審議することとしている。

　なお、審議経過報告の概要は次のとおり。

■後期中等教育におけるキャリア教育・職業教育の在り方

【高等学校の改善・充実】

○組織的・計画的なキャリア教育の実践（各学科共通の方

策）…全ての教育活動を通じた実践、中核となる教科・

科目等の明確化の検討、全ての教員のキャリア教育に関

する資質の向上、校内体制や学校外との協力体制の整備

○普通科…就業体験活動等の多様な体験活動の機会の充実、

進路指導の改善・充実、職業教育の充実方策の検討

○専門学科…教員の指導力の向上や実務経験者の教員登用

の促進、施設設備の改善・充実、地域との連携・交流

○総合学科…成果・課題の検証が必要

○制度（専門学科）の改善の方向性…職業教育の高度化の

潜在ニーズの把握、専門高校を基にした高等専門学校の

設置の可能性、専攻科の在り方と高等教育機関との接続

【高等専修学校の改善・充実】

○より実践的な職業教育の機会の提供、高等学校中途退学

者・不登校経験者等の社会的自立を支援する教育機関と

しての役割

■高等教育における職業教育の在り方

【各高等教育における職業教育の充実の方向性】

○役割・機能を明確化し、養成する人材像に応じた職業教

育の充実を促進…大学・短大：人材像に応じた職業教育

の質の向上等／高等専門学校：地域との連携促進による

教育内容・方法の充実等／専門学校：制度的柔軟性を生

かし、幅広いニーズに対応した多様な職業教育の展開等

○大学・短大・高専・専門学校における職業教育の充実…

優れた取組への支援など職業教育の充実方策を検討

【職業実践的な教育に特化した枠組みについての検討】

○職業実践的な教育に特化した枠組みの整備を検討する必

要…職業実践的な学校教育を通じて人材育成・キャリア

形成を行う高等教育機関の整備促進、社会から求められ

る人材育成ニーズへの積極的な対応、高等教育全体にお

ける職業教育システムの構築

○新たな枠組みのイメージ…教育課程：実験・実習等の割

合を重視、インターンシップの義務付け、教育課程編成

中教審『キャリア教育・職業教育特別部会』審議状況
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における企業等との連携の制度的確保等／教員資格・教

員構成：実務卓越性（実務知識・経験の有無、職業資格

等）を重視

○具体的な制度化の検討…「大学等と別の学校として検討」

が適当と考えられるが、今後更に、大学・短期大学等に

おける職業教育の充実方策を含め、総合的に検討してい

く必要

　６月１８日、東京都・アルカディア市ヶ谷において全国学

校法人立専門学校協会の平成２１年度定例総会・理事会が開

催された。出席者は委任状を含め１７７名。

　重里徳太常任理事・総務運営委員の司会により開会。小

林光俊副会長の開式の言葉に続き、中込三郎会長があいさ

つを述べた。続いて塩原誠志文部科学省専修学校教育振興

室長があいさつを述べ、公務によって退席。

　議長団には、千葉茂常任理事を議長、大麻正晴理事を副

議長として選出。議長が会議の有効な成立を確認した後、

議事録署名人に中村徹常任理事と坪内孝満常任理事を選出。

【第１号議案　平成２０年度事業報告】

【第２号議案　平成２０年度決算報告ならびに監査報告】

　第１号議案、第２号議案について一括審議を行った。第

１号議案では、秋葉英一常任理事・総務運営委員長が活動

概要等を説明。第２号議案では、齋木寛治常任理事・財務

委員長が平成２０年度収支における各科目の内容を報告し、

角田喜文監事が全て適正であると監査報告を行った。

　両議案に関しては、特に質疑はなく、出席者全員異議な

くこれを拍手承認。

【第３号議案　平成２１年度事業計画案】

【第４号議案　平成２１年度収支予算案】

　第３号議案、第４号議案について一括審議を行った。第

３号議案については、秋葉総務運営委員長が「運動方針

（基本理念・基本方針・活動方針）」等を説明。次に秋葉

総務運営委員長、齋木財務委員長、武田哲一留学生委員長

が「各委員会活動方針」を説明。続いて川越宏樹全専各連

副会長が「中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部

会並びに協力者会議の設置・検討等への対応」について説

明。第４号議案では齋木財務委員長が予算編成方針及び各

項目の内容を説明。

　両議案に関しては、公共職業能力開発施設との役割分担

の確認のほかは特に質疑はなく、出席者全員異議なくこれ

を拍手承認。

【第５号議案　会則の一部改正】

　秋葉総務運営委員長が概要を説明。特に質疑はなく、出

席者全員異議なくこれを拍手承認。

　最後に岩崎幸雄副会長が閉式の言葉を述べ、総会の全日

程を終了した。

　全国高等専修学校協会平成２１年度定例総会が東京都・グ

ランドヒル市ヶ谷で６月１９日に開催された。出席者は委任

状を含め１０１名。承認された議題は以下のとおり。

【第１号議案　平成２０年度事業報告】

【第２号議案　平成２０年度決算報告ならびに監査報告】

【第３号議案　平成２１年度事業計画案】

【第４号議案　平成２１年度収支予算案】

【第５号議案　規約の一部改正について】

　全専各連会則改正と整合性を図るため、規約第８条に

「就任時の年齢を就任年度４月１日時点で満７０歳以下」と

する改正案が満場一致で承認された。

　総会終了後、研修会、懇親会が行われ全日程を終了した。

※詳細は全専各連ホームページ「広報全専各連プラスＷＥ

Ｂ」に掲載。

　６月３０日、東京都・アルカディア市ヶ谷を会場として全

国各種学校協会の第１１回定例総会が、委任状を含め３９名の

出席により開催された。承認された議題は以下のとおり。

【第１号議案　平成２０年度事業報告】

【第２号議案　平成２０年度決算報告ならびに監査報告】

【第３号議案　平成２１年度事業計画案】

【第４号議案　平成２１年度収支予算案】

　総会終了後、懇親会が開催され全日程を終了した。

※詳細は全専各連ホームページ「広報全専各連プラスＷＥ

Ｂ」に掲載。

　今年も、７月から８月にかけて下記のブロック会議が開

催されました。詳細は、全専各連ホームページ「広報全専

各連プラスＷＥＢ」に掲載しています。

○近畿ブロック会議（７月１７日（金）　和歌山県・ホテルア

バローム紀の国　参加者約１３０名）

○中国ブロック会議（７月２１日（火）　鳥取県・米子全日空

全国学校法人立専門学校協会定例総会を開催

全国高等専修学校協会定例総会・研修会を開催

全国各種学校協会定例総会を開催

平成２１年度　全専各連ブロック会議開催状況
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　現参議院議員の山谷えり子氏は、次期参議院選挙（来年

７月予定）の全専各連団体推薦候補者です。

　現在山谷先生は、７月から全国で始まった全専各連の各

ブロック会議に臨席され、会員の皆様と親しく専修学校各

種学校教育を語る機会をできるだけ多く設けるよう努力さ

れています。自民党の女性局長としての重責を担いつつ、

全国遊説の最中のこともあり、訪問できなかったブロック

会議もありますが、これまでに、九州ブロック（鹿児島

県・鹿児島サンロイヤルホテル）、四国ブロック（愛媛県・ホ

テルＪＡＬＣＩＴＹ松山）、中部ブロック（福井県・あわら温

泉グランディア芳泉）、南関東ブロック（埼玉県・浦和ロイヤ

ルパインズホテル）の各会議に臨席することができました。

　また、去る６月１７日に開催された全専各連総会（東京グ

ランドアーク）の懇親会では、山谷先生の次女朝子さんが

ホテル　参加者約１４０名）

○九州ブロック会議（７月２３日（木）～２４日（金）　鹿児

島県・鹿児島サンロイヤルホテル　参加者約２２０名）

○中部ブロック会議（８月２７日（木）～２８日（金）　福井

県・あわら温泉・グランディア芳泉　参加者約１２０名）

○四国ブロック会議（８月２５日（火）～２６日（水）　愛媛

県・ホテルＪＡＬシティ松山　参加者約８０名）

○北関東信越ブロック会議（８月２８日（金）　長野県・メル

パルクＮＡＧＡＮＯ　参加者約１７０名）

○北海道ブロック会議（８月２８日（金）～２９日（土）　北

海道・札幌ガーデンパレス　参加者約１００名）

日本の職業教育

―比較と移行の視点に基づく職業教育学―

名古屋大学教授　寺田盛紀著

　

　寺田先生は、『職業・キャリア教育学』を専門とし、

「７月１１日　職業教育の日」を記念したシンポジウム

（平成１６年７月３日開催、全専各連主催・文科省ほか

後援）において、基調講演「キャリア形成と就職メカ

ニズム」をテーマに、「職業教育」の重要性が見直され

ている社会的な背景について発表。

　現在は、文部科学省中央教育審議会キャリア教育・

職業教育特別部会の委員として、文科大臣諮問「今後

の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方につ

いて」により審議を行っています。

発行元：晃洋書房　

刊行：２００９年７月　

定価：２,８３５円（税込）

【内容紹介】

高等学校と短期高等教育における職業能力形成に焦点

を絞り、その全体像と特質をここに明らかにする�

職業教育の全貌を伝える

第１章　職業教育の概念と対象、第２章　職業教育の

比較史、第３章　職業教育の理念・思想、第４章　職

業教育の分析・評価と国際比較、第５章　高校職業教

育の目標と教育課程、第６章　高等学校における産業

現場実習と職業教育、第７章　高校職業教育と職業・

就業の関連構造、第８章　高等教育における職業教育、

第９章　企業における人間形成と教育、第１０章　職

業・技術教育職の教員・指導員、第１１章　職業教育改

革論

とのご挨拶は、満場の喝采を浴びました。

　文部科学省において、７月１４日付けで、以下のとおり人

事異動がありました。（　）内は前任者。

○生涯学習政策局長

　　坂東久美子氏（清水潔氏）

○生涯学習総括官

　　片山純一氏（惣脇宏氏）

○生涯学習推進課長

　　藤野公之氏（上月正博氏）

新刊紹介

ご挨拶をされる機会があり

ました。朝子さんは国際文

化理容美容専門学校（東京

都渋谷区）の在学生で、専

門学校のすばらしさを述べ

たうえでの、母をよろしく

山谷えり子氏
ブロック会議めぐり

文部科学省人事異動
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　文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）情報活用試験（前期）

が下記のとおり実施された。受験状況・結果は次のとおり。

●ペーパー方式（平成２１年６月２１日実施）

　出願団体数　　 １４２団体

　会場数　　　　 １３９会場

 ３級　出願者数 ２,３６３名

 　　　受験者数 ２,２２５名

 　　　合格者数 １,８４５名

 　　　　合格率　 ８２.９％

 ２級　出願者数 ４,２１６名

　　　　受験者数 ３,９３８名

 　　　合格者数 ２,０１０名

 　　　　合格率　 ５１.０％

　１級　出願者数 ２,３３０名

　　　　受験者数 ２,１５０名

　　　　合格者数 １,０８８名

 　　　　合格率　 ５０.６％

●ＣＢＴ方式（平成２１年４月２７日～７月２９日）

　出願団体数　３９団体　６７試験

　出願者数　　６８６名

●２１年度前期（平成２１年７月２９日現在）　

　情報活用試験出願者総数　９,５９５名　

　　　　合格者数 １,４１８名

　　　　　合格率 ４４.３％

　６月２６日、東京都・全国町村会館を会場として専教振第

６８回評議員会・第９８回理事会を開催。評議員会は正副理事

長・財務担当常務理事・監事同席のもとに委任状を含めた

出席者２３名、理事会は監事同席のもとに委任状を含めた出

席者２０名を得て開会。

　両会とも福田益和理事長が開会あいさつを述べた後、評

議員会では、中西義裕評議員が議長に就任、議事録署名人

に浦山哲郎評議員と齋木寛治評議員を選出。理事会では、

福田理事長が議長に就任、議事録署名人に岡部隆男理事と

渡辺敏彦理事を選出。

【第１号議案　平成２０年度事業報告】

　両会とも配布資料をもとに事務局が、会議の開催、教員

研修・研究事業、出版事業、認定・表彰・技術認定証の交

付、保険事業、検定事業等、各事業の活動と成果の報告を

行った。特に質疑はなく、出席者全員異議なく拍手承認。

【第２号議案　平成２０年度第２次補正予算案】

【第３号議案　平成２０年度決算報告ならびに監査報告】

　両会とも第２号議案と第３号議案について一括審議を行

った。坪内孝満財務担当常務理事が概要を説明した後、事

務局が詳細を説明。続いて評議員会では細谷秋男監事、理

事会では齋藤力夫監事が「財団法人専修学校教育振興会の

調査委託の実施要請について」を提言した後、監査報告を

行った。両会ともに「意思決定を素早く行い、スピード感

のある対応をとる必要がある」等の意見が述べられ、質疑

応答の後、出席者全員異議なく両議案を拍手承認。

【第４号議案　平成２１年度第１次補正予算案】

　両会とも坪内財務担当常務理事が前期繰越収支差額、次

期繰越収支差額の補正額の内容を説明。特に質疑はなく、

出席者全員異議なく拍手承認。

【第５号議案　表彰規定の改正】

　両会とも事務局が配布資料をもとに説明。両会とも本議

案に関しては特に意見・異議はなく、理事会において出席

者全員、原案どおりこれを拍手承認。

　以上により両会とも全議案を承認し閉会した。

　平成２１年７月５日（日）に文部科学省後援第２６回ビジネ

ス能力検定（Ｂ検）が実施された。受験状況・結果は次の

とおり。

　出願団体数　　 ２９８団体

　会場数　　　　 ２５１会場

　出願者総数 １６,５７５名

　３級　出願者数 １３,０１６名

　　　　受験者数 １２,０６７名

　　　　合格者数 １０,０４４名

　　　　　合格率　 ８３.２％

　２級　出願者数 ３,５５９名

　　　　受験者数 ３,２０３名

Ｊ検　情報検定　受験状況・結果

Ｂ検　ビジネス能力検定　受験状況・結果

第６８回評議員会・第９８回
理事会を開催
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＜役員会・総会等＞

●都道府県協会等代表者会議

　平成２１年１１／２６（木）

●全専各連第１１０回理事会

　平成２２年２／２５（木）

●全国学校法人立専門学校協会理事会

　平成２２年２／２６（金）

＜検定試験＞

●文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

◇平成２１年度後期試験

【情報活用試験】平成２１年１２／１３（日）

【情報システム試験】平成２２年２／１４（日）

●文部科学省後援・ビジネス能力検定（Ｂ検）

　◇第２７回【１級１次・２級・３級】平成２１年１２／６（日）

＜研修会＞

●情報教育指導者研修会

　平成２１年１０／８（木）

　兵庫県・神戸国際会館

●ビジネス教育「教員と講師のための研修会」

　◇広島会場・平成２１年１１／２０（金）

　　広島市・メルパルク広島

　◇熊本会場・平成２１年１１／２７（金）

　　熊本市・ＫＫＲホテル熊本

●専門学校留学生担当者研修会

　◇大阪会場・大阪ガーデンパレス

　　平成２１年１２／１（火）

　◇東京会場・アルカディア市ヶ谷

　　平成２１年１２／８（火）

●学校評価等研修会

　◇大阪会場・大阪ガーデンパレス

　　平成２１年１２／２（水）

　◇東京会場・アルカディア市ヶ谷

　　平成２１年１２／９（水）

●第１４回ビジネス教育事例発表研修会

　平成２２年２／１８（木）～１９（金）

　東京都・都市センターホテル

＜その他＞

●第６４回全国私立学校審議会連合会総会

　平成２１年１０／２９（木）～３０（金）

　三重県・伊勢シティホテル

●第２１回全国生涯学習フェスティバル「まなびピア埼玉」

　平成２１年１０／３０（金）～１１／３（火）

　埼玉県・さいたまスーパーアリーナけやき広場

　詳細は全専各連ホームページ「広報全専各連」→プラスＷＥ

Ｂよりご覧いただけます。http://www.zensenkaku.gr.jp/koho/

■文部科学省委託事業採択一覧

■ブロック会議概要報告（近畿、中国、九州、中部、四国、北

関東信越、北海道）

■専門部会等総会

＜課程別設置者別部会等総会＞

　○全国高等専修学校協会定例総会・研修会（６月１９日）

　○全国各種学校協会第１１回定例総会（６月３０日）

＜分野別専門部会総会＞

　○全国予備学校協議会第３２回定例総会（５月１３日）

　○全国珠算学校連盟第４８回通常総会（６月７日）

　○全国専門学校情報教育協会第１３回定例総会（６月１６日）

　○全国美術デザイン専門学校教育振興会定例総会（６月１９日）

　○全国語学ビジネス観光教育協会第２７回定例総会（６月２５日）

■イベント・研修会・スポーツ・検定など■

＜専教振主催研修会＞

　○ビジネス教育「教員と講師のための研修会」（沖縄・福島）

　○第１５回「ビジネス教育指導者研修会」（８月５～７日）

　○情報教育指導者研修会（８月２７日）

　○キャリア・サポート・マインド養成講座（東京・大阪）

＜部会・関係団体等主催＞

　○日本留学フェア（台湾・香港）（７月１７～２１日）

　○第１９回全国高等専修学校体育大会（７月２７～３０日）

　○第２９回全日本珠算技能競技大会（７月３０日）

　○全国美術デザイン専門学校教育振興会研修会（８月２０～２１日）

　募集要項等に、３月３１日までに入学辞退の意思表明

をした者に授業料等を返還することを明記してあるか、

不適切な記載がないかも併せ、改めてご確認ください。

ご心配な点は都道府県所管課等とご相談ください。

　本件に関わる通知等は全専各連ホームページにてご

覧いただけます。

平成２１年度　年間予定

その他お知らせ　広報全専各連プラスＷＥＢ掲載記事一覧

会員校の皆様へ
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